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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,116,337 2,117,201

受取手形、営業未収入金及び契約資産 313,807 330,843

有価証券 15,000 15,000

棚卸資産 39,439 40,128

銀行代理業務未決済金 17,988 33,924

その他 43,724 69,023

貸倒引当金 △1,064 △908

流動資産合計 2,545,232 2,605,213

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 855,718 833,161

土地 1,293,431 1,288,284

使用権資産（純額） 63,946 61,179

その他（純額） 296,127 279,519

有形固定資産合計 2,509,224 2,462,145

無形固定資産 47,994 62,904

投資その他の資産

その他 81,983 81,399

貸倒引当金 △3,467 △3,498

投資その他の資産合計 78,515 77,900

固定資産合計 2,635,734 2,602,950

資産合計 5,180,966 5,208,164
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 108,621 121,876

短期借入金 160,569 345,183

1年内返済予定の長期借入金 163,642 －

未払金 248,664 156,199

生命保険代理業務未決済金 1,583 1,019

未払法人税等 24,180 1,966

預り金 221,994 193,277

郵便局資金預り金 860,000 1,010,000

賞与引当金 113,800 30,214

その他 166,070 194,621

流動負債合計 2,069,126 2,054,358

固定負債

リース債務 103,241 98,882

繰延税金負債 10,990 10,694

店舗建替等損失引当金 197 197

役員株式給付引当金 227 118

退職給付に係る負債 1,995,085 2,062,135

その他 91,942 89,532

固定負債合計 2,201,686 2,261,561

負債合計 4,270,812 4,315,920

純資産の部

株主資本

資本金 400,000 400,000

資本剰余金 141,930 141,930

利益剰余金 327,640 326,252

株主資本合計 869,571 868,183

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 28 135

繰延ヘッジ損益 △212 153

為替換算調整勘定 △112,443 △114,409

退職給付に係る調整累計額 133,987 116,720

その他の包括利益累計額合計 21,360 2,600

非支配株主持分 19,222 21,460

純資産合計 910,154 892,243

負債純資産合計 5,180,966 5,208,164
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

営業収益

　郵便業務等収益 1,508,431 1,495,467

　銀行代理業務手数料 270,560 259,623

　生命保険代理業務手数料 143,487 102,734

　郵便局ネットワーク維持交付金 218,243 210,613

国際物流業務等収益 530,150 475,446

　その他の営業収益 87,574 91,217

　営業収益合計 2,758,447 2,635,103

営業原価 2,465,685 2,355,454

営業総利益 292,761 279,648

販売費及び一般管理費 173,333 172,471

営業利益 119,428 107,177

営業外収益

　受取利息 204 416

　受取配当金 65 124

　持分法による投資利益 304 724

　為替差益 － 2,044

助成金収入 659 1,185

　その他 2,060 2,679

　営業外収益合計 3,294 7,174

営業外費用

　支払利息 6,552 9,516

　貸倒引当金繰入額 1,180 100

　その他 1,283 745

　営業外費用合計 9,015 10,362

経常利益 113,707 103,989

特別利益

　固定資産売却益 6,119 6,166

　受取保険金 4,158 819

　その他 961 152

　特別利益合計 11,239 7,138

特別損失

　固定資産売却損 507 222

　固定資産除却損 1,312 837

　減損損失 1,960 651

　事業譲渡損 10,705 －

　訴訟関連費用 － 969

　その他 4,379 46

　特別損失合計 18,865 2,727

税金等調整前四半期純利益 106,080 108,401

法人税、住民税及び事業税 18,002 17,443

法人税等調整額 3,452 △196

法人税等合計 21,455 17,247

四半期純利益 84,625 91,154

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △509 △675

親会社株主に帰属する四半期純利益 85,135 91,829
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

四半期純利益 84,625 91,154

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 54 102

　繰延ヘッジ損益 △181 366

　為替換算調整勘定 6,174 △2,325

　退職給付に係る調整額 △17,631 △17,267

　持分法適用会社に対する持分相当額 0 4

　その他の包括利益合計 △11,582 △19,119

四半期包括利益 73,043 72,034

（内訳）

　親会社株主に係る四半期包括利益 73,890 73,069

　非支配株主に係る四半期包括利益 △847 △1,034
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【注記事項】

(追加情報)

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行して

おります。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務対応報告

第42号」といいます。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適

用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、貸主から解

約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資した

総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、連結決算日現在、発生する可

能性のある解約補償額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

61,334百万円 59,101百万円

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額することか

ら、全額が補償対象とはなりません。

(四半期連結損益計算書関係)

当社は、事業の性質上、営業収益に季節的変動があり、上半期に比し、下半期の割合が多くなる傾向がありま

す。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償却額は、次のと

おりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 108,237百万円 102,854百万円

のれん償却額 183　〃 －
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 26,707 2,670.78 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 93,217 9,321.75 2022年３月31日 2022年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計郵便・物流
事業

郵便局窓口
事業

国際物流
事業
（注）

計

営業収益

　外部顧客に対する
　営業収益

1,512,665 715,631 530,150 2,758,447 － 2,758,447

　セグメント間の内部
　営業収益

10,822 157,767 171 168,760 － 168,760

計 1,523,488 873,398 530,321 2,927,208 － 2,927,208

セグメント利益 71,293 29,006 22,949 123,250 － 123,250

(注) 国際物流事業のセグメント利益は、営業利益ベースの数値（EBIT）を記載しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 123,250

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 651

全社費用（注） △2,255

その他の調整額 △2,217

四半期連結損益計算書の営業利益 119,428

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計郵便・物流
事業

郵便局窓口
事業

国際物流
事業
（注）

計

営業収益

　外部顧客に対する
　営業収益

1,499,737 659,919 475,446 2,635,103 － 2,635,103

　セグメント間の内部
　営業収益

8,968 156,314 215 165,498 － 165,498

計 1,508,705 816,234 475,662 2,800,602 － 2,800,602

セグメント利益 45,301 57,544 10,878 113,724 － 113,724

(注) 国際物流事業のセグメント利益は、営業利益ベースの数値（EBIT）を記載しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 113,724

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 627

全社費用（注） △1,757

その他の調整額 △5,416

四半期連結損益計算書の営業利益 107,177

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループにおける顧客との契約から生じる収益のうち、主な収益を下記のとおり分解しております。これら

の分解した収益とセグメント収益との関連は以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計郵便・物流

事業
郵便局窓口

事業
国際物流
事業

計

郵便業務等収益 1,447,814 － － 1,447,814 － 1,447,814

銀行代理業務手数料 － 270,560 － 270,560 － 270,560

生命保険代理業務手数料 － 143,487 － 143,487 － 143,487

物販 － 32,620 － 32,620 － 32,620

提携金融 － 5,936 － 5,936 － 5,936

国際物流業務等収益 － － 529,789 529,789 － 529,789

その他 59,359 12,317 － 71,677 － 71,677

顧客との契約から生じる
収益

1,507,173 464,922 529,789 2,501,885 － 2,501,885

その他の収益 (注) 5,492 250,709 360 256,561 － 256,561

外部顧客に対する
営業収益

1,512,665 715,631 530,150 2,758,447 － 2,758,447

(注) その他の収益には、郵便局ネットワーク維持交付金に係る収益及び企業会計基準第13号「リース取引に関する

会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る収益等が含まれております。

当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計郵便・物流

事業
郵便局窓口

事業
国際物流
事業

計

郵便業務等収益 1,399,778 － － 1,399,778 － 1,399,778

銀行代理業務手数料 － 259,623 － 259,623 － 259,623

生命保険代理業務手数料 － 102,734 － 102,734 － 102,734

物販 － 31,817 － 31,817 － 31,817

提携金融 － 5,776 － 5,776 － 5,776

国際物流業務等収益 － － 475,010 475,010 － 475,010

その他 94,816 18,599 － 113,416 － 113,416

顧客との契約から生じる
収益

1,494,594 418,551 475,010 2,388,156 － 2,388,156

その他の収益 (注) 5,142 241,368 436 246,947 － 246,947

外部顧客に対する
営業収益

1,499,737 659,919 475,446 2,635,103 － 2,635,103

(注) その他の収益には、郵便局ネットワーク維持交付金に係る収益及び企業会計基準第13号「リース取引に関する

会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る収益等が含まれております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 （円） 8,513.53 9,182.95

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益

（百万円） 85,135 91,829

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

（百万円） 85,135 91,829

普通株式の期中平均株式数 （千株） 10,000 10,000

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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四半期財務諸表

四半期貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,982,030 1,958,488

営業未収入金及び契約資産 208,367 231,773

棚卸資産 31,484 31,426

銀行代理業務未決済金 17,988 33,924

その他 25,387 50,634

貸倒引当金 △509 △536

流動資産合計 2,264,748 2,305,711

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 787,535 762,794

土地 1,214,833 1,209,950

その他（純額） 219,319 209,422

有形固定資産合計 2,221,688 2,182,167

無形固定資産 39,353 54,743

投資その他の資産

関係会社株式 57,151 60,859

その他 20,018 21,044

貸倒引当金 △3,436 △3,464

投資その他の資産合計 73,733 78,439

固定資産合計 2,334,775 2,315,350

資産合計 4,599,523 4,621,061

　



12

（単位：百万円）

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

負債の部

流動負債

営業未払金 51,789 62,984

未払金 205,487 113,610

生命保険代理業務未決済金 1,583 1,019

未払法人税等 18,779 －

預り金 218,670 189,755

郵便局資金預り金 860,000 1,010,000

賞与引当金 104,497 25,009

その他 110,352 141,842

流動負債合計 1,571,159 1,544,222

固定負債

退職給付引当金 2,122,576 2,172,430

役員株式給付引当金 227 118

関係会社事業損失引当金 100,467 94,975

店舗建替等損失引当金 197 197

繰延税金負債 932 977

その他 69,939 67,517

固定負債合計 2,294,341 2,336,216

負債合計 3,865,500 3,880,438

純資産の部

株主資本

資本金 400,000 400,000

資本剰余金 142,510 142,510

利益剰余金 191,484 197,981

株主資本合計 733,995 740,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 28 130

評価・換算差額等合計 28 130

純資産合計 734,023 740,623

負債純資産合計 4,599,523 4,621,061
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四半期損益計算書

第３四半期累計期間

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

営業収益

郵便業務等収益 1,488,214 1,458,505

銀行代理業務手数料 270,560 259,623

生命保険代理業務手数料 143,487 102,734

郵便局ネットワーク維持交付金 218,243 210,613

その他の営業収益 52,999 57,756

営業収益合計 2,173,504 2,089,233

営業原価 1,940,273 1,856,805

営業総利益 233,231 232,427

販売費及び一般管理費 138,118 134,533

営業利益 95,112 97,894

営業外収益

受取配当金 1,828 1,738

受取手数料 724 803

助成金収入 333 784

その他 1,634 2,057

営業外収益合計 4,520 5,383

営業外費用

支払利息 393 379

貸倒引当金繰入額 1,151 88

その他 561 517

営業外費用合計 2,106 985

経常利益 97,526 102,292

特別利益

固定資産売却益 4,967 5,275

関係会社事業損失引当金戻入益 6,735 5,492

その他 939 726

特別利益合計 12,642 11,494

特別損失

固定資産売却損 103 37

固定資産除却損 786 669

減損損失 1,683 651

その他 15 19

特別損失合計 2,588 1,377

税引前四半期純利益 107,580 112,410

法人税、住民税及び事業税 13,654 12,695

四半期純利益 93,926 99,714

　

　


